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資料３

今後の土壌汚染対策の在り方について（案）

第１ はじめに

１ 土壌汚染対策法の背景

平成１３年ころ、企業の工場跡地等の再開発や事業者による自主的な汚染

調査の実施等に伴い、重金属、揮発性有機化合物等による土壌汚染が顕在化

し、土壌汚染が判明した事例数が高い水準で推移した。

これらの有害物質による土壌汚染は、放置すれば人の健康に影響が及ぶこ

とが懸念されることから、これへの対策の確立を求める社会的要請が強まっ

たことを踏まえ、国民の安全と安心を確保するため、こうした土壌汚染の状

況の把握、土壌汚染による人の健康被害の防止に関する措置等の土壌汚染対

策を実施することを内容とする土壌汚染対策法（以下「法」という。）が平

成 14 年に制定された。

２ 土壌汚染の把握について

現在の法においては、土壌汚染の状況を的確に把握するため、有害物質の

製造、使用または処理をする施設であって、使用が廃止されたものに係る工

場または事業場の敷地であった土地の所有者等は、その土地の土壌汚染の状

況について、環境大臣が指定する者に調査させて、その結果を都道府県知事

又は政令市の長（以下「都道府県知事等」という。）に報告すべきものとす

るとともに、都道府県知事等は、土壌汚染により人の健康に係る被害が生ず

るおそれがある土地があると認めるときは、その土地の土壌汚染の状況につ

いて、その土地の所有者等に対し、環境大臣が指定する者に調査させて、そ

の結果を報告すべきことを命ずることができることとしている。

３ 土壌汚染の対策について

法に基づく調査により土壌汚染が判明した場合、都道府県知事等が土壌汚

染が存在する土地（以下「土壌汚染地」という。）を指定区域として指定・

公示するとともに、指定区域台帳を調製し、閲覧に供することとしている。

このように、土壌汚染地であることが公に周知され、将来に伝えられる仕組

みとなっている。

また、土壌汚染地は、土地の形質変更によって汚染が拡散したり、現場か

ら搬出される汚染土壌が不適正に処理されたりすることのないように管理す
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ることが必要となる。このため、法では指定区域での土地の形質変更に際し

て、事前に都道府県知事等に届け出なければならないこととしている。

法第７条では、指定区域について、人が立ち入ることができる場合や、地

下水が飲用されている場合など、健康被害の生ずるおそれがある場合に、必

要な対策を命ずることができることとしている。

土壌汚染の場合、水や大気の汚染と比較して有害物質が移動しにくいので、

人が有害物質を摂取する経路を適切に遮断することにより健康被害を防止す

ることが可能である。法でも、対策の内容として、必ずしも土壌汚染を除去

しなければならないものではなく、盛土や封じ込め等の摂取経路の遮断を基

本としている。

このような法の規定により、土壌汚染地についてのリスク管理が担保され

ている。

第２ 現状と課題

１ 法に基づかない土壌汚染の発見の増加

法の施行から５年が経過し、法や条例に基づく場合以外の一般の土地取引

等の際にも土壌汚染の調査・対策が広く実施されるようになってきた。

法律に基づく調査は、平成 20 年 8 月 31 日までの法律施行後 5 年間で 1,035
件が実施された。これ以外に一部の地方公共団体は、法律とは別に条例等で

土地所有者等に土壌汚染の調査を義務づけている。また、土地売買や再開発

等の際、法律の制定をきっかけとして自主的に行われる調査が増加している。

例えば、平成 18 年度に都道府県が把握した法律に基づかないものも含んだ

土壌汚染の調査事例は 1,316 件、このうち指定基準を超過した事例は 687 件

となっている。

（社）土壌環境センターが会員企業に対して行ったアンケート結果によれ

ば、平成 19 年度に土壌を採取して行った調査は 7,039 件で、このうち法に基

づくものが２％、条例・要綱に基づくものが 7 ％、残りの 91 ％が自主的な

もので、このうち、汚染があったものは 3,206 件で、法に基づくものが 2 ％、

条例・要綱に基づくものが 10 ％、自主的なものが 88 ％となっている。また、

同アンケート結果によれば、対策は 2,498 件実施されており、法に基づくも

のが 2 ％、条例・要綱に基づくものが 13 ％、自主的なものが 85 ％と、自主

的な対策が広く行われている。

自主的な調査が広く行われるようになることは、土壌汚染の把握の観点か

ら重要であり、望ましいことであるが、土壌汚染地については、情報が開示

され、適切かつ確実に管理・対策を進めることが必要である。



- 3 -

現在、法は、汚染の可能性が高い土地として有害物質使用特定施設に係る

土地について施設の廃止時に調査を義務づけたが、実際にはそれ以外の法に

基づかない自主的な調査において土壌汚染が判明することが多いという状況

が明らかになっている。

２ サイトごとの汚染状況に応じた合理的な対策

法では土壌汚染の対策として摂取経路の遮断（盛土、舗装、封じ込め等）

が基本とされ、その他に掘削除去や原位置浄化が認められている。しかしな

がら、実施された対策の内容としては、「掘削除去」が選択されることが多

く、自主的に行われる対策についても、同様に掘削除去が選択されることが

多い。最近の土壌汚染対策の傾向としては、健康被害が生ずるおそれの有無

にかかわらず掘削除去が選択され、掘削除去に比較して対策費用が安い「盛

土」、「封じ込め」等が選択されることは少ない。

平成 18 年度に都道府県等が把握した土壌汚染事例（法対象以外を含む）499
件についての対策の実施内容を調査したところ、「掘削除去」が選択された

もの（注１）は、437 件で、87.6 ％を占めていた。また、平成 20 年 8 月末までに

対策が行われた指定区域について調査したところ、含有量基準（注２）が超過し

たサイトでは、法に基づくと、土壌汚染の除去を行う必要があるサイトは０

サイトであるにもかかわらず、88 サイトにおいて、溶出量基準（注３）が超過し

たサイトでは、法に基づくと、土壌汚染の除去を行う必要があるサイトは 18
サイトであるにもかかわらず、194 サイトにおいて、それぞれ土壌汚染の除

去が行われていた。

（注１）１つのサイトにおいて複数の種類の対策を講じたものもある。

（注２）及び（注３）土壌に含まれる有害物質が人に摂取される経路には、①有害物質を含む土壌を直

接摂取すること、②土壌中の有害物質が地下水に溶出し、当該地下水を摂取等すること、が考えられ

る。したがって、指定区域の指定基準は、直接摂取の観点からの土壌に含まれる特定有害物質の量に

よる基準（土壌含有量基準）が、地下水経由の観点から土壌に水を加えた場合に溶出する特定有害物

質の量による基準（土壌溶出量基準）が、定められている。

掘削除去は、汚染された土壌の所在を不明にするおそれがあるとともに、

搬出に伴い汚染を拡散させるおそれがあり、環境リスクの管理・低減の点か

ら問題である。掘削除去が環境リスクの管理・低減の点から不適切な場合も

あることも踏まえ、不合理な対策を避けるためにも、汚染の状況、健康被害

の生ずるおそれの有無に応じて、必要な対策の基準の明確化が必要である。

法の趣旨について国民の理解を促進しつつ、汚染の程度や健康被害のおそ
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れの有無に応じて合理的で適切な対策が実施されるよう、指定区域について

は、環境リスクに応じた合理的な分類をすべきである。

また、合理的な対策を推進することにより、いわゆるブラウンフィールド

問題の解消にも寄与することと考える。

３ 掘削除去に伴う搬出汚染土壌の適正な処理

掘削除去は、良質な埋め戻材を必要とし、搬出された汚染土壌は、処分場

や浄化施設等の適切な処分を行う施設を必要とし、汚染土壌が不適切に処理

又は投棄されれば、搬出先の環境に負荷を与える要因となる。

すでに述べたとおり、法の対象となっていなくても、土地売買や再開発等

の際、自主的に行われる調査が増加している。土壌汚染が判明した場合には、

掘削除去が選択されることが多いことから、土壌汚染対策に伴い搬出される

汚染土壌は、相当規模の量に達していると見込まれる(平成 17 年度における

年間推計で約 300 万トン)。

最近、搬出された汚染土壌の処理に関して、残土処分場や埋立地等におけ

る不適正事例や土地造成における盛土材料に汚染土壌が混入していた事例が

顕在化している。

掘削除去が増加している今、汚染土壌の不法投棄等不適正な処理を防止す

るため、適正な処理の基準や是正措置を規定すべきである。また、指定区域

以外から搬出される汚染土壌については法の対象外であるため、適正な処理

の対象となる汚染土壌を的確に把握するためにも、汚染土壌の存在を明らか

にするための区域の指定制度の拡充が必要である。
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第３ 今後の土壌汚染対策の在り方について

１ 調査の契機について

（１）自主的な調査について

自主的な調査の契機については、土地売買、土地の形質変更、土地の資

産評価、企業の自主的な環境管理等があげられる。自主的な調査において、

法に基づく指定基準を超過した土壌が見つかった場合、事業者は、適切な

対応を講じるため、都道府県知事等に相談し、都道府県知事等の指導等に

基づき、追加の調査や対策を講じているが、都道府県毎に指導等対応に違

いがあることや報道発表等の情報公開に関する一定のルールがないことな

どが指摘されている。

自主的調査の実施は、土壌汚染の把握の観点からも重要であるため、今

後とも推進すべきであることから、自主的調査の良さを活かしながら、土

壌汚染による環境リスクの管理・低減を進めていくため、以下の制度を設

け、自主的調査を有効に活用するべきある。

① 自主的な調査の結果、土壌汚染が判明した場合には（法令で定める方

法により測定・分析した結果、指定基準を超過した場合）、都道府県知

事等に報告する。

② 自主的な調査の結果が現在法で求められている要件を満たしていると

き（指定調査機関が法令で定める試料の採取方法及び測定・分析方法に

より調査した結果が、指定基準を超過した場合）は、法に基づく調査と

みなし、都道府県知事等は汚染の状況や健康被害を生じるおそれの有無

に応じて区域を指定し、適切に管理する。

③ 調査の結果が公定法を満たしていない場合（法令で定める測定・分析

方法により調査した結果、指定基準を超過したが、その調査の実施者が

指定調査機関以外である、又は試料の採取方法が法令で定める方法以外

の方法である場合）は、都道府県知事等が、周辺の状況を調べ、健康被

害を生じるおそれがある場合は、法第４条の調査命令を発動する。上記

以外の場合については、汚染土壌の搬出等に伴う問題の発生を防止する

ため、当該土地の形質変更を行う際に、調査を行うことを命じる。

（２）一定規模以上の土地の形質変更について

一定規模以上の土地（注４）の形質変更は大量の土壌の搬出や土地の形質

変更に伴う汚染の発生の契機になることから、これを機会に、土地利用の

履歴等を調べて、土壌汚染の可能性が高いと認める場合は、形質変更を行

う部分について土壌汚染調査を行うこととすべきである。ただし、所有者

等が過去の有害物質の取扱状況や土地利用の履歴等を調査し、汚染の可能
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性が極めて低いことを証明した場合には、この調査を免除するべきである。

（注４）「一定規模以上の土地」については、事前に把握できる面積によって定めることが適当である。

なお、条例において「一定規模以上の土地」の形質変更時の調査義務に関する規定を設けてい

る８自治体中、６自治体（平成１８年度末現在）が３，０００㎡以上と規定していることなどを

参考とし、明確化する。

（３）法第３条第１項ただし書に基づき調査が猶予されている土地

法第３条第１項ただし書に基づき有害物質使用特定施設が廃止された場

合であっても健康被害のおそれがないとの都道府県知事等の確認を受けて

調査が猶予されている土地については、土地の売買や譲渡が行われる際に

は、旧所有者の都道府県知事等への届出が確実に行われるようすべきであ

る。また、土地の形質変更が行われる際には、都道府県知事等に届け出る

こととし、当該土地における調査の必要性を再度判断する機会を設け、必

要に応じて形質変更を行う部分について土壌汚染調査が実施されるように

するべきである。

２ サイトごとの汚染状況に応じた合理的な対策の促進方策について

（１）区域の分類化と必要な対策の明確化

現在の指定区域は、前述のように搬出等の土地の形質変更の際に注意し

なければならない区域と対策が必要な区域を一体として扱っており、汚染

の除去が行われた場合に解除されることを定めているにとどまっている。

そこで、合理的な対策を促進するため、汚染の状況、健康被害が生ずる

おそれ（一般人の立ち入りや地下水の飲用の可能性）の有無に応じて、区

域を分類するとともに、必要な対策を明確化するべきである。

① 区域の分類の考え方

指定区域ありきの現行の仕組みを改め、汚染状況や健康被害が生ずる

おそれの有無を明らかにし、土地の利用者が実態をよく理解しやすく、

それぞれの区域が定められている理由、その所有者等がどのような措置

を講じなければならないかが的確に把握できる仕組みとして、例えば、

次のように分類が考えられる。

ア 土地の形質の変更により汚染が拡散したり、搬出される汚染土壌が

不適正に処理されないように管理することが必要だが、健康被害が生

ずるおそれが低いため摂取経路を遮断する対策（盛土、舗装、封じ込

め等）は不要な区域

イ 健康被害が生ずるおそれがあるため、摂取経路を遮断する対策や場
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合によっては掘削除去が必要な区域。必要な対策を併せて公示する。

ウ イであったが、摂取経路を遮断する対策が講じられた区域

② 必要な対策の明確化

①のア及びイの区域について、不合理な対策が要求されないように、

汚染の状況、健康被害の生ずるおそれの有無に応じた必要な対策の基準

を明確化するとともに、イの区域の公示に当たっては必要な対策を分か

りやすく示すべきである。

（２）土壌汚染対策の結果に対する地方公共団体の確認

土地所有者等が実施する土壌汚染対策について、対策の適切さを確保し、

対策について信頼や安心が得られるようにすることが必要である。このた

め、上記（１）で述べたように、区域の分類化と必要な対策の基準を明確

化するとともに、イの区域の指定を受け、公示された必要な対策が講じら

れた場合には、地方公共団体が対策の効果を予め定められた判断基準に照

らして客観的に確認し、摂取経路の遮断が実現されていると認める場合に

は、その旨を台帳に記載し、ウの区域とし、公表し、適切に管理されるべ

きである。また、汚染の除去が行われたと認める場合には、区域の解除を

行い、公表するべきである。

（３）土壌汚染に関する調査結果や対策内容に関する情報の活用

現在も指定区域は公示され、その汚染状況も指定区域台帳に掲載され、

国民に公表されている。指定区域台帳の内容をインターネット上で検索・

閲覧できる仕組みを運用している都道府県知事等もある。

汚染土壌のある土地の住民に土壌汚染の正確な情報を提供することによ

って、無用な不安感を与えることを防ぐとともに、その土地に住民が立ち

入ることや地下水の飲用による人の暴露を防止することができる。

土壌汚染に関する情報について、埋没させることなく、関係者が容易に

入手し、適切に活用することができ、適切に承継される仕組みが必要であ

る。また、対策が行われて解除がなされたという情報や調査の結果土壌汚

染が発見されなかったという情報も含め、地方公共団体において、土壌汚

染の状況を把握し、汚染原因の解明、汚染状況の履歴調査等に有効に活用

すべきである。

（４）申立てにより土壌汚染があると見なす区域（特例区域の指定）

海面埋立地にある工場等の敷地は、フッ素等の海水に含まれる自然由来

成分により、法に定める基準に適合しないことが多い。

こうした土地は、地下水の塩分濃度が高く、飲用に適さないことから飲

用利用が無く、また、海面埋立地の工場は、通常、フェンス等工作物によ
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って囲まれ、部外者が物理的に立ち入ることができない構造となっている

ことから、関係者以外の者が立ち入ることができない土地である。

こうした条件の土地については、汚染土壌の搬出時の措置、形質変更時

の土壌の飛散の防止措置を講じていれば、たとえ、土壌の汚染状況が指定

基準に適合しなくても人の健康に係る被害が生ずるおそれがない。

よって、このような土地については、当該土地の所有者等の申請に基づ

き、都道府県知事等が土壌の汚染状況が指定基準を超過していても健康被

害を生ずるおそれがない土地である旨の認定を行った場合には、土壌汚染

があるとみなし、形質変更時の飛散の防止措置及び汚染土壌の搬出時の措

置については、規制の対象となる区域として指定し、公示するべきである。

３ 搬出汚染土壌の適正処理を担保するための制度の充実について

（１）汚染土壌を搬出することの位置付け

汚染土壌の搬出は、適切な処理がなされなければ、有害物質が別の場所

に移るに過ぎず、かえって汚染土壌の拡散のおそれがあることから、抑制

すべきことを明確に位置付けるべきである。また、搬出が抑制されるよう、

原位置でのリスク低減措置（オンサイト処理）の技術開発・普及を推進す

べきである。

（２）汚染土壌の適正な処理の義務付け

法は、土地の形質変更の際の届出を義務づけ、必要な場合は都道府県知

事等が計画の変更を命ずることができるとしているが、届出をしない者及

び虚偽の届出をした者、又は計画変更命令に違反した者に罰則を科してい

るだけで、搬出汚染土壌の処理を正面から対象としていない。

また、汚染土壌は処理費用がかかり、見た目で区別がつかず問題が顕在

化しにくいため、不法投棄等の不適正な処理を招来することが懸念され、

また、そのような事案も報告されている。

よって、やむを得ず搬出される汚染土壌について、適正処理を確保する

ため、搬出から最終的な処分に至るまで関係者が責任をもって処理する仕

組みを確立していくべきである。

① 処理方法の規制

運搬、保管、処分等の処理の各段階について守るべき基準を法に基づ

いて規定し、汚染土壌処理に関わる関係者に、汚染土壌の適正な処理を

義務づけるべきである。

② 汚染土壌の管理システム

搬出汚染土壌管理票（汚染土壌マニフェスト）を用いた汚染土壌の搬
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出から最終処分に至るまでの汚染土壌管理システムは、土壌汚染地等か

ら土壌を搬出する段階又は土壌を受け入れる段階でチェックする仕組み

として有効であることから、これにより適切な処理が行われたことを確

認することができる仕組みを法で規定する。

③ その他

１（１）のとおり自主的調査の結果も活用し、１（２）のとおり一定

規模以上の土地の形質変更時に調査を義務づけることとなれば、法の対

象となる区域が拡大することとなるので、現在の法の対象となっていな

い土地から搬出される汚染土壌についても対象となる。

また、自然的原因により有害物質が含まれる土壌については、自然的

原因であっても指定基準を超過する場合は、人に健康被害を与えるおそ

れがあり、搬出し別の場所に運び入れ使用する場合は、移動先の環境保

全の観点から適切な管理が必要となる。よって、人為的な搬出以降の行

為については、その他の汚染土壌と同様に扱うべきである。

（３）汚染土壌が不適正に処理された場合の措置

現在、法第９条は、指定区域内において土壌の採取その他の土地の形質

の変更をしようとする者は、事前に都道府県知事等に処理方法等について

届け出なければならないこととし、その処理方法が不適切な場合には、計

画の変更を命ずることができることとなっている。

不法投棄等法第９条の届出内容と異なった処理を行った場合には、法第

９条の届出を行った者に対しては、届出内容に沿った処理を行うよう命じ、

届出を行わずに不適正な処理を行った者に対しては、処理基準に沿った処

理を命じることができるようにするべきである。

上記処理の方法に違反し、不適正な汚染土壌の処理を行った者について

は、罰則を科すこととし、その遵守を図るべきである。

４ その他

（１）調査の信頼性を確保するための方策（指定調査機関）

指定調査機関に関しては、業者によって経験や技術の差が大きいとか、

試料の採取及び試料の鑑定について、外部に委託し、調査機関自らは、土

壌調査に関する知識や技術を有していない業者もいるといった指摘があ

る。

土壌汚染状況調査の業務に関する技術は、時代の推移に伴い、進化し、

新たな手法も生み出される。よって、指定調査機関については、一定の技

術的能力を維持し、更に、時代にあった技術に基づいたより高度な調査が
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求められる。しかしながら、現在の制度では、指定の更新や定期的な講習

の受講等を義務づけていないことから、指定調査機関が一定の技術的能力

を維持しているか、また、時代にあった技術を習得しているかが担保され

ていない。

そこで、指定調査機関の技術的能力を向上・維持する方策として、以下

の措置を講じるべきである。

ア 指定調査機関の指定に関して、技術的能力の基準として、管理者は、

土壌汚染状況調査の業務に関する試験に合格した者でなければならない

ことする。

イ 調査に関する技術の維持及び向上を図り、また、経済的基礎の変化を

チェックするため、指定の更新制を導入する。

（２）土壌汚染のリスクや法の考え方に対する国民の理解とリスクコミュニケーショ

ンの促進

土壌汚染による健康被害の防止の観点からは、盛土、舗装、封じ込め等

の摂取経路を遮断する対策で十分な場合が多いにも関わらず、まだ国民一

般にそのような認識が十分に浸透していない。そこで、以下の方策を講じ

るべきである。

① 土壌汚染のリスクと合理的対策についての国民に対する普及啓発

２で述べた施策を講じ、区域の分類化と必要な対策を明確化するとと

もに、土壌汚染調査・対策を実施する事業者、国民一般に対して、土壌

汚染対策については、土壌汚染による健康被害の防止の観点からは、盛

土、舗装、封じ込め等の摂取経路を遮断する対策で十分な場合が多いと

いう土壌汚染のリスクと合理的対策に関する認識の普及啓発を計画的か

つ着実に推進すべきである。

② 土壌汚染調査・対策を実施する事業者と周辺住民との間におけるリスクコ

ミュニケーションの充実

対策現場において周辺住民とのリスクコミュニケーションを円滑に進

めることが重要である。土壌汚染調査・対策を実施する事業者と周辺住

民との間における情報の共有と公開は、土壌汚染対策において大事なこ

とであり、特に、汚染状況や健康被害のおそれの有無に応じた適切な土

壌汚染対策について、関係者に分かりやすく説明、紹介するリスクコミ

ュニケーションの充実は、必要不可欠である。

そこで、リスクコミュニケーションを行う際に事業者や地方公共団体

が準拠すべきガイドラインを充実するとともに、リスクコミュニケーシ

ョンに係る人材を育成し、派遣活用することが必要である。
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（３）対策の促進・支援等

① 土壌汚染の調査・対策手法の充実、低コスト化

土壌汚染対策を推進するためには、土壌汚染の調査・対策手法の充実、

低コスト化が必要である。そのためには、事業者において、低コスト・

低負荷型の調査・対策技術の開発・実用化・普及に努めるとともに、行

政においてもその促進を図る必要がある。

② 操業中の対策の支援

土壌汚染問題について、工場・事業場の廃止時に問題に直面してから

対応を検討するのではなく、操業中から計画的に対応すれば、時間的余

裕が生まれ、対策の選択の幅も広がり、費用の面でも有利となる可能性

があるので、設備のメンテナンスも含め、操業中からの土壌汚染対策で

参考となる事例やマニュアル等の普及啓発を推進すべきである。

③ 土壌汚染対策基金の活用について

法に基づく土壌汚染対策を円滑に進めるため、土壌汚染対策基金が設

けられている（法第２２条）。現在、法第７条に基づく措置命令が、汚

染原因者が不明等の場合であって、その土壌汚染により周辺住民の健康

への被害が生じるおそれがあるため土地の所有者等に命じられ、その土

地の所有者等の負担能力が限られる場合、基金から地方公共団体に助成

を行うこととされている。２(1)にあるように健康被害のおそれがある

ため必要な対策を公示することとなれば、法第７条に基づく措置命令が

発せられなくても土地所有者等が２(1)①イの区域の公示に併せて公示

された必要とされる土壌汚染対策を講じる場合であれば、基金による助

成対象とすることを検討すべきである。

その際、土壌汚染対策基金の活用に関する地方公共団体の助成制度の

整備が望まれる。

また、汚染原因者については、現在のところ助成対象となっていない

が、公害分野においては汚染者負担が原則であり、未然防止のために大

きな役割を果たしていることも踏まえつつ、汚染原因者についても健康

被害のおそれが切迫しているなどの一定の条件の下で助成が可能かどう

か、その是非も含めて検討すべきである。

④ 中小企業への支援

土壌汚染対策を講じたくても、その費用を用意することが困難な資力

が乏しい中小事業者に配慮するため、中小企業の支援事業を参考とし、

中小企業の土壌汚染対策（調査を含む。）に関する支援策を検討すべき

である。


